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はじめに
近年のアジアの社会経済の発展は目を見張る
ものがある｡ 少し速度は遅いが農業も例外では
ない｡ 日本・韓国・台湾のみならず､ 中国､
�����諸国そしてインドなどほとんどの国で､
食料生産の伸びは人口増加率を上回り､ 栄養状
態の改善も著しく進んだ｡ 国連食料農業機構に

よれば､ この半世紀で飢えからの開放に最も成
功した地域はアジア､ 特に東アジアであるとい
う｡ 50年前には悲観的な ｢ドラマ｣ でのみ語ら
れていたアジアだが１､ その巨大な人口圧と劣
悪な土地条件にもかかわらず､ アジア農業はそ
の後着実な発展を遂げ､ 食料・栄養問題を急速
に克服してきた｡ 表１に見られるようにこの数
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要 約

アジアの農業は過去半世紀に急速な発展を見た｡ アジアは飢えとの戦いで最も成功した地域である｡

しかし国別に見ると収量や農業所得になお著しい格差が見られる｡ 国別比較分析の結果､ 緑の革命の技

術はアジア諸国に段階的に普及し､ その結果､ 土地生産性については格差拡大ではなく平準化が見られ

ることがわかった｡ 国別格差が拡大したのは労働生産性で､ 農業労働力の他部門への移動及び需要に対

応した生産のシフトが起きたかどうかが鍵であった｡ アジア低開発途上国の農業は､ 今後平和な環境が

続けば､ 中国､ タイ､ ベトナムが成し遂げつつあるように､ 他の先進国に急速にキャッチアップしてい

くであろう｡
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１ アジアは過剰人口､ 絶対的貧困､ 社会資本の不足､ ルーズな統治能力といった悪条件が重なっているため､ 西洋に見られる社会経済の成長は
期待できないという見方が多かった｡ こうした見解は､ ミュルダールの大作 ｢アジアのドラマ｣ (1968) に典型的に見ることができる｡



十年のアジアの食料・栄養の改善や平均寿命の
改善は顕著で､ アフリカのそれと著しい対照を
なす｡
しかし､ 同じアジアでも国や地域により発展
状況に大きな差がある｡ 東アジアと南西アジア
では作物単収水準や農業所得の伸びに歴然とし
た差が見られ､ 前者の中でもまた､ 韓国・中国
とラオスやカンボジアの間には大きな開きがあ
る｡ こうした国別の農業発展格差が生まれた理
由は何であろうか｡ これまで特定国や北東アジ
アの発展に関しては多くの研究成果があり､ ま
た灌漑､ 技術普及､ 貿易政策などの貢献につい
ても相当の研究蓄積がある２｡ しかし､ 長期の
農業発展のアジア全体の国別比較分析となると
研究成果はずっと少ない｡ 各国の事情があまり
に違い､ かつ長期には様々な撹乱要因が入り込
むため､ 農業発展に絞った要因分析が困難とな
るからである｡ 1980年代になるまでアジアの多
くの地域で混乱が続き､ 比較可能な信頼できる
長期農業統計データが得にくいという事情もあ
る｡ 数少ない比較研究の代表的なものとしては､
山田三郎が主に1990年以前を対象に行った包括
的な国際比較と､ 速見・ラタンが行った分析そ
して最近では���の��ラオ (2004) らが行なっ
た各国比較をあげることができよう３｡
近年､ 国際農業統計も急速に改善されつつあ
る｡ 本稿は､ 主に山田が行った分析を参考に､
最近の動向も加味して､ この40年程度の期間の
アジア諸国の農業発展の国別格差の動向とその

初歩的な要因分析を試みる｡ ただし､ 資本投入
の指標については比較可能なデータが得られな
いので､ 土地生産性と労働生産性に限定して検
証を行う｡ データは､ 国際比較の整合性の観点
から主に���や世界銀行の統計を用いる｡ 対
象国は､ 人口が多く､ 統計が利用できるアジア
16カ国である｡ 太平洋島嶼国家やアフガン・北
朝鮮などは除いた｡

１. 国別格差の動向
まずは農業に関係する主要指標について国別

格差の推移を見ておく｡ 表２は､ 一人当り
�	�､ 同農業所得､ コメの単収について､ 世
界的統計が整備されてきた1960年代のはじめと
現在のアジア主要国16カ国を比べたものである｡
１人当り�	�で見ると､ 1960年代初頭は中国
が最も低く､ 相対的に豊かだったフィリピンの
９分の１､ わずか71ドルであった４｡ インドネ
シアも200ドル以下の一番低いグループに位置
し､ バングラデシュより少なかった｡ タイは少
し高かったがそれでもフィリピンの半分である｡
ところが現在は､ 中国とインドネシアがほぼフィ
リピンに追いつき､ タイはフィリピンの２倍と
なって国別順位が大きく変動している｡ 一方､
ネパールやバングラデシュは最も低いグループ
のままで､ その一人当り�	�は日本や韓国の
50－100分の１と極端に少ない５｡
農業者当り年間所得も､ 40年前は中国が最も

低く､ タイ､ インドネシアも､ バングラデシュ
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表１ 世界の地域別格差の推移：所得・寿命・栄養

地 域
一人当り�	� (＄) 平均寿命 (年) 栄養不良人口比率 (％)

1961‒63 2001‒03 1962 2002 1980 2001

東・東南アジア 117 984 52 69 29 11

ラテンアメリカ 2
123 3
790 57 71 13 10

中近東 ― 2
289 48 69 9 10

南アジア 189 475 45 63 38 22

サブサハラ 431 506 41 46 37 33

世界平均 2
769 5
276 55 67 29 17

出典：世界銀行 ｢世界開発指標2005｣ 及び�������������������������2004より筆者作成

２ たとえば､ ���������������������������(1992)
３ 山田三郎 (1992)､ ���� �
!�
"���������(1985)､ ���������(2004)
４ これは1950年代末からの大躍進政策の失敗により３千万人が餓死したとされる飢饉の後遺症である｡
５ この格差は物価水準等の差を考慮した購買力平価 (���) で換算しなおすと､ 最も低いネパールと最も高い日本との格差は20倍にまで縮小する｡



やインドと同じ250ドル前後の２番目に低いグ
ループにいた｡ こうした国別順位は１人当り
���の順位のそれとほぼ同じである｡ しかし､
農業者当り所得については､ その後１人当り
���のような国別順位の大きな変動は起きて
いない｡ 中国の農業者当り所得は､ 年2�8％と
他国よりやや高めの率で伸びたものの､ 40年経
過した現在でも最低に近いグループにいる｡ タ
イやインドネシアも年率２％前後で伸びたが､
依然低位グループにとどまっている｡ 農業者当
り所得が一番伸びたのは､ 意外なことにもとも
と上位にいた韓国と日本で､ 結果として国別格
差はむしろ拡大する傾向にあるのである｡ この
理由はのちにのべる｡
コメの単収で見た過去40年の物的土地生産性
の変化は､ これら２つの指標とはかなり様相を
異にする｡ 1960年代の初めにはまだ緑の革命は
具体化しておらず､ 日本と韓国を除いてヘクター
ル当り１－２トンであった｡ インドシナの一部
でやや単収が低いほかは､ 他の諸国は似たり寄っ

たりで､ 国別の格差はほとんど見られなかった｡
その後多くの国で着実に単収が伸び､ 現在では
所得水準に関係なくヘクタール当たり３－４ト
ンを記録するようになった｡ 唯一の例外は､ 近
年ハイブリッド米が普及した中国で､ 単収は日
韓に近い６トンと他の東南アジア諸国と差を広
げている｡
以上､ ３つの指標で大雑把に国別格差の状況

を見てきた｡ 農業に関連する主要指標について
40年前の格差と現在の格差を比べると､ おおよ
そ次のようなことがいえるであろう｡
① 40年前も現在も､ 依然相当な国別格差が存
在する｡ 特に各国の農業者当り所得はその
国の１人当り���と高い相関があり､ 格
差の拡大傾向が見られる｡

② ただ､ 農業者当たり所得の伸び率は一人当
り���のそれより低く､ 国別格差の大き
な変動は観察されない｡

③ 南アジアや一部のインドシナ諸国のように､
初期の段階から一貫して低迷する国もある｡

アジア諸国の国別農業生産性格差に関する一考察
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１人当り��� 農業者当り付加価値 コメ単収 (����)

1961
‒63

2001
‒03

年増加
率％

1961
‒63

2001
‒03

年増加
率％

1961
‒63

2001
‒03

年増加
率％

後

発

途

上

国

ネパール 138 242 1�4 171 208 0�7 1�9 2�8 0�9

カンボジア 303 ― 292 1�1 2�0 1�7

ラオス 343 ― 459 0�9 3�1 3�3

バングラデシュ 259 383 1�0 220 309 0�9 1�7 3�5 1�9

ミャンマー ― ― ― ― ― ― 1�6 3�5 1�9

ベトナム ― 444 ― ― 290 ― 2�0 4�5 2�0

インド 182 485 2�5 253 399 1�1 1�5 2�9 1�7

パキスタン 197 535 2�5 323 690 1�9 1�4 2�9 1�9

中

進

国

インドネシア 183 762 3�6 263 538 1�8 1�8 4�5 2�4

スリランカ 286 886 2�9 556 737 0�7 1�9 3�5 1�5

中国 71 988 6�8 118 357 2�8 2�4 6�1 2�4

フィリピン 641 1	022 1�2 673 1	013 1�0 1�2 3�3 2�5

タイ 356 2	156 4�6 248 583 2�2 1�8 2�6 1�0

マレーシア 844 3	900 3�9 1	814 4	571 3�1 2�1 3�2 1�1

韓国 1	155 11	799 6�0 1	745 9	888 4�4 4�0 6�4 1�1

日本 8	500 37	665 3�8 6	620 25	340 3�4 5�0 6�4 0�6

出典：世界銀行､ 
��資料より筆者作成
注：���と付加価値の単位は2000年固定米ドル｡ イタリックは1971‒73の数値｡ それぞれ３ヵ年平均｡

表２ 40年前の格差と現在の格差



これが国別格差の拡大の１要因になって
いる｡

④ 米の単収で見た土地生産性は途上国の間で
は国の経済水準とあまり関係がなく､ 比較
的イーブンに上昇する傾向にある｡

上記の①からは､ 農業者の所得上昇はその国
の経済成長と高い相関がある､ ②からは､ アジ
アのほとんどの国で農業と非農業の生産性上昇
格差が生じている､ ③からは､ 一部の諸国では
成長を妨げる固有の要因がはたらいている可能
性がある､ ④からは穀物の土地生産性の格差に
は平準化の力が強くはたらいていること､ など
が示唆される｡ 以下国別比較を通じて少し詳し
く農業生産性格差が生じた要因について考察
する｡

２. 農業の土地生産性の国別格差の要因
１) 金額ベース土地生産性の動向
まず､ 土地生産性であるが､ 金額ベースと物
量ベースの両方でとらえることができよう｡ 農
業のうち､ 畜産は中小家畜で集約化が進み土地
面積当りの生産額を比較することはあまり意味
がないため､ 金額ベースの土地生産性は､ 耕地
面積 (永年性作物を含み牧草地を除く) 当りの
作物生産額で比較する｡ 作物生産額の国際比較
データとして用いるのは､ ���の農業生産指
数の計算過程で使用される独自の ｢国際ド
ル｣６ による主要産品別の生産額の合計である｡
｢国際ドル｣ は現実のドルではなく､ 農産物を
中心に計算した一種の購買力平価を前提にした
架空ドルであり､ 使用される各産品の価格もこ
のドルで表示される世界共通単価である｡ これ
は為替レートが工業産品の交易条件で決まるこ
とによるバイアスを避け､ また､ 為替政策や価
格支持政策によるゆがみを避ける意味がある｡
ただし､ 国際ドルは実質為替レートを使った国
際比較と比べ､ 低開発国の価格や所得を高く推
定する傾向をもつことと､ 単純化の過程で農産
品の品質差による価格差を反映できないため､

高品質や高価値のものを作る国の生産額を過小
評価することになるという欠点を持つ７｡ それ
でも､ 40年間の農業の国際比較という面では一
応の目安を与えよう｡ 次の図はこうして求めた
金額ベース土地生産性を40年前と最近をグラフ
にして比較したものである (付表１参照)｡
この図からいくつかの興味深い点が指摘でき

る｡ まず､ 1960年代初めには､ すでに日本は集
約的な高い土地生産性を達成しており､ 韓国を
除く他のアジア諸国と５－８倍の差があったこ
とである｡ また､ この時期､ 他のアジア諸国で
はあまり大きな差は認められず､ 中国､ スリラ
ンカ､ バングラデシュ､ ネパールといった国の
土地生産性が他の諸国より高くなる傾向がある｡
これは､ 当時からこれら諸国の人口圧が相対的
に高く､ 限られた農地をより集約的に利用せざ
るを得なかったことの反映であろう｡
もう一つは､ その後の40年間に金額ベース土

地生産性がほとんどの国で２－３倍となり､ 全
く変化がなかった日本との差が縮まったことで
ある｡ いまや､ 国際ドル表示でみた日本の金額
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図１ 生産額ベース土地生産性 (国際ドル表示)

出典：������� 2006�9 ��	
��������	��������

及び�����	������から計算
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６ 別名ギアリー・カミス法 (������
������
��) と呼ばれる計算方法で求めた購買力平価とそれに基づく各品目の国際価格｡ 基準年のあ
る品目�の�国の購買力平価換算価格を世界について加重平均したものを当該年の�品目の価格と仮定する｡ 実際には国際ドル価格も購買力
平価も内政変数と考えて連立多元方程式を解いて求める｡ 詳しくはＦＡＯ統計部の関連ページを参照されたい｡

７ ギアリー・カミス法は､ また､ 同一産品については､ すべての年すべての国で同一の価格が適用されるため､ 消費者需要の変化に対応して日
本の米がコシヒカリに代表される高品質・食味米にシフトしてきたことや､ 日本の野菜や果実が､ 季節性､ 糖度､ サイズなどの面で著しい改
善を見たことなどは反映されない｡ こうして計算された日本の農業経済人口当たり農業生産額5�475ドルが､ 通常のドル表示の付加価値額25�3
40ドルの５分の１になるのは主にこの理由によると思われる｡



ベース土地生産性は韓国のそれを４割も下回り､
ベトナム､ 中国､ バングラデシュと大差がなく
なりつつある｡ �����諸国との間でも､ 国内
の混乱で正常化が遅れたラオス､ カンボジアを
除くと日本との土地生産性格差は２倍程度にま
で縮まっている｡ その理由は､ 他の国で土地生
産性が上昇する一方､ 日本の土地生産性が､ 裏
作物の衰退､ 米の生産調整などにより面積当り
物的生産量が減少したこと､ および国際ドルベー
ス比較では､ 日本で起きたその間の品質向上・
高付加価値化がとらえきれていないことにあ
ろう｡

２) 物的土地生産性
ではドルベースでない直接的な物的土地生産
性はどうであろうか｡ その指標としては､ アジ
ア諸国では農業に占めるコメの比重が高い８ こ
とを考慮して､ コメの単収で代表させて見よ
う９｡ 図２はアジア諸国のコメの単収の10年ご
との変化をグラフにしたものである｡ 60年代の
単収増加はパキスタンや中国､ インドネシアを
除きあまり大きくないが､ 70年代に入って､ フィ
リピン､ インドネシア､ ミャンマー､ スリラン
カといった東南アジアの多くの国で加速を始め
る｡ 80年代に入ると先行した国の伸び率が鈍り
始め､ かわってインド､ 中国､ ベトナム､ ラオ
スなど後発グループの単収が急速に伸び始る｡
90年代もこの伸びは続き､ 最近では東南アジア・
南アジア諸国は､ 国の発展度合いとあまり関係
なく米の収量がヘクタール当り３－４トンの水
準に達するようになった｡ この結果､ 40年前に
は日本と４－５倍近い開きがあったコメ単収の
格差は現在では２倍程度にまで縮まっている｡
この一連の変化は､ ����などで開発された
｢緑の革命｣ の技術などが､ ローカルな技術と
結びついて､ 次第に紛争などで出遅れたアジア
諸国にも広がっていき､ 平準化しながら全体を
押し上げていく過程を示している｡
緑の革命の原動力は肥料､ 品種､ 灌漑の３つ
であったとされる｡ 多くの研究が示すとおり､

アジア諸国のコメの単収と肥料投入量､ 高収量
品種の普及率などには強い相関が認められる｡
緑の革命が肥料感応度の高い半矮性品種の普及
によるものであったこと､ それを単収が高い乾
季の灌漑が後押ししたことを意味している｡ 図
３は農地面積当たり肥料消費量の変遷をみたも
のであるが､ 肥料の消費量は絶対水準の差こそ
あれ､ 全期間を通じてどの国でもほぼ一貫して
増加していることがわかる｡ 当然ながら単収と
単位面積当たり施肥量には強い相関が観察され
る10｡ 中国やベトナムのコメの単収の著しい増
加はその施肥量の高い伸びで説明ができ､ 反対
にタイやインドの単収が相対的に低いことも､
その施肥量が相対的に低いことで十分説明がで
きる｡ 高収量品種の特徴が肥料感応性にあるた
め､ 施肥量だけを説明変数としても単収の伸び
を十分説明できるのである｡ ただ､ 10年ごとに
見ると付表３にも示されるように､ 地域の紛争
などの影響で､ ベトナムやカンボジア､ ミャン
マーで多少の増減が観察される｡
コメの ｢近代品種｣ の普及は1960年代後半か
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図２ アジア諸国のコメ単収の変化 (トン/ha)

出典：����	�	 2006
9�����������������より作成
(付表２参照)
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８ 農業粗生産額に占める米の割合は､ アジア諸国の場合���で５－６割､ 他の途上国で２－４割である｡ 例外はマレーシア､ パキスタンで１
割以下である (2001‒03平均)｡

９ コメの代わりに穀物の単収 (コメ換算) を用いても以下の結論は変わらない｡ これはアジアではコメの比重が高いこと､ 小麦についても緑の
革命の恩恵が及んだことなどによる｡

10 付表２と付表３のデータを用いてコメの単収を被説明変数､ 単位面積あたりの施肥量を説明変数とする線形回帰式を推定すると､ データが時
系列データ､ クロスセクションデータの混合であるにもかかわらず､ 決定係数は0
8という高い相関を示す｡



らインド､ フィリピンなどで始まり､ 1970年代
には他のアジア諸国にも及んで爆発的に増え
る11｡ アジアのコメ収量の伸びが70年代 (付表
２では72－82年の期間) に一番高いのは､ 肥料､
灌漑と並んでこの近代品種の普及も大いに関係
がある｡
灌漑は定義や統計の取り方が難しいが､

���統計によれば､ 付表３の右側に示される
ように､ 最後の10年を除き90年代初めまではほ
とんどの国で灌漑比率が上昇してきている｡ た
だ常識に反して､ 灌漑率とコメの単収にはほと
んど相関が観察されない｡ これは､ データの信
頼性の問題もあろうが､ 南・東南アジアの灌漑
が､ 既存耕地の乾期二期作・三期作を可能とす
ることや新規開田を主目的としていたことを示
していると見たほうがよい｡ 灌漑の生産増加効
果は単収の向上というよりも､ 耕地利用率の向
上による実質的な作付面積拡大にあったともい
える｡ この効果は耕地面積の拡大余地が少ない
バングラデシュなどの国では､ 特に大きかった｡

３) 緑の革命の意義
これら肥料､ 品種､ 灌漑という緑の革命の３

点セットについて２つの点を指摘しておきたい｡
第１は､ これらは､ 経済発展の初期の段階でも
多くのアジア諸国でかなりの普及をみたという
ことである｡ これは､ この３要素が農民や国家
にとって相対的に安価な投入財であった､ ある
いは効果の高い投資であったことを意味してい
る｡ 速水12 の指摘にあるとおり､ 高収量品種に
代表されるアジアの緑の革命は､ 実はこの時期
に起きた人口増による土地の (労働に対する)
相対的希少化と､ 実質肥料価格の低下に誘導さ
れた誘導型技術革新であった｡ それは､ 資本蓄
積の少ない経済成長の初期段階にある相対的に
貧しい国家や農民でもその恩恵に浴すことがで
きたという点で､ 画期的な意味を持つ｡ すなわ
ち､ これにより､ 労働力さえ十分にあれば､ 比
較的少ない資本や土地のもとで主食の増産が可
能になり､ 農民を含めた国民食料の充足と安定､
さらには他産業の発展に寄与したと考えられる
のである｡ 灌漑投資もアジアでは1960年代から
80年代にかけて独自であるいは国際援助機関の
支援のもとに活発に行われている｡ 緑の革命は､
人口圧が高く資本が過小なアジアに適した技術
進歩であった｡
第２は､ こうした比較的安価な投入財や公的・

私的投資をもとに実現したコメ増産の経済効果
は､ 生産者を一時的には潤したもの､ その利益
の大半はすぐに市場を通じて安価な食料の形で
消費者に帰属することになった13｡ ����の統
計を用い､ アジア主要国のコメの小売価格を消
費者物価指数 (���) で実質化すると､ 表３に
示すように世界食料危機の70年代初めを除き
1966－68以降90年代までほとんどの国でコメ価
格の低下が見られる14｡ この間に実質賃金は増
加しているので､ 勤労者家計の主食費の負担は
大きく軽減されたと推定される｡ アジア諸国の
栄養状態を示す指標が確実に改善してきたのは､
経済の成長だけでなく､ この安価な基本食料の
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11 近代品種の作付面積は､ 1965年にはほとんどゼロであったが､ 70年には900万ヘクタール､ 80年には3900万ヘクタールと急増した (����(国
際稲作研究所) 国際稲作統計�	
版)

12 速水祐次郎 『開発経済学』 第１章及び第４章
13 たとえば､ ��	�����
	���������	������	�(1978)｡ もっとも､ 低開発途上国の人口の大半は農業に依存しているから､ 生産者も
消費者としての恩恵は受けたことになる｡

14 例外は韓国と中国で､ 韓国は1970年代から､ 中国も1990年代からコメの実質小売価格が急上昇する｡ 統制緩和及び国内価格支持政策の影響と
思われる｡

図３ 耕地面積当たり肥料投入量 (kg/トン) の推移

出典：������� 2006�9�������	��	�����	�より作成
(付表３参照)
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供給によるところも大きい｡ 付表５にあるよう
に､ アジアでは比較的低所得の国でも1980年代
に栄養不足人口の比率が急速に減少している｡
アジアは食料価格の上昇が経済成長の足を引っ
張る ｢リカードの罠｣ や､ 食料不足で人口増と
経済成長が止まる ｢低位均衡の罠｣ に陥ること
はなかった｡ 欧米の研究者などの一部に､ 緑の
革命の恩恵が地主や大農に偏る､ あるいは肥料・
農薬で環境を悪化させたという理由でそれを否
定的に捉える意見があるが､ 全体としてみた場
合､ 全く的外れな議論であろう｡ 緑の革命がア
ジア途上国の食料・栄養問題の解決や経済発展
に果たした重要な役割は正しく評価する必要が
ある｡

３. 農業の労働生産性の国別格差
では労働の生産性格差はどうか｡ 労働生産性
の指標として､ 農業経済人口当りの国際ドル農
業生産金額 (農業者当り所得) を計算してグラ
フに落としたものが次の図である｡ 40年前には
農業者当り所得はアジアではそれほど大きな国
別格差が見られず､ 一番高い日本 (781ドル)
と一番低い中国 (190ドル) で４倍程度の格差
しかなかった｡ また､ 韓国を含め多くのアジア

途上国は300ないし400ドル前後の範囲にあった｡
しかしその後は増加率に大きな差が生じている｡
全期間を通じて最も成長率が高かったのは韓国
で､ 年率5�5％､ ついで日本の5�0％､ マレーシ
アの4�6％､ 中国の３％と続く｡ 低いほうでは､
カンボジアとスリランカがほぼゼロ成長である｡
バングラデシュやネパールも１％に満たない｡
この結果､ 40年前と比べ国別格差が著しく拡大
していることがわかる｡ これは平準化の傾向が
見られた土地生産性と大きく異なっている｡ こ
の理由は何であろうか｡

１) 農業者人口の増減
第１は､ 農業者数の増減の影響である｡ 付表

６は､ 各国の農業経済人口伸び率を1961年を
100とした指数で表したものである｡ この表か
らわかることは､ １) 40年間の間に､ アジアの
ほとんどの途上国で､ 農業経済人口が1�7倍か
ら２倍程度まで増加していること､ ２) 日本は
一貫して減少し､ 韓国とマレーシアも1980年以
降減少に転じていること､ ３) 2000年代に入る
と多くの途上国でも増加の減速､ あるいは､ タ
イや中国などのように絶対数の減少が見られ始
めることである｡ 農業所得の絶対額がそれほど
伸びなくても､ 日本､ 韓国､ マレーシアの農業
者当り所得の伸びが他国よりはるかに高くなっ
ているのはこの農業経済人口減少のためである｡
また､ 農業者当り所得と国民一人当り���と
の間に高い相関がある理由の一端もここにある｡
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図４ 農業者１人当りの生産額 (国際ドルベース)

出典：����	�	 2006�9より計算 (付表５参照)
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表３ コメの実質小売価格の推移 (1966－68＝100)

76‒78 86‒88

ネパール 81 68

バングラデシュ 82 74

ミャンマー 119 136

インド 99 70

パキスタン 92 86

インドネシア 83 91

スリランカ 112 91

中国 106 90

フィリピン 83 74

タイ 105 83

マレーシア 107 77

韓国 167 210

日本 101 95

出典：
��
国際コメ統計の小売価格を､ 世界銀行開発
指標の小売物価指数または���デフレーター
(中国のみ) で実質化したもの｡ インドは
����	�	から取った生産者価格｡



これら諸国では､ 非農業部門の高度成長によっ
て過剰な農業労働力が吸収され､ その結果農業
者当り生産性の上昇を可能にしたのである｡ も
ちろん､ 平行して機械化や施設整備､ 土地改良
などの投資が行われ､ 農業者数の減少による影
響を補うか､ あるいはそれ以上に生産性を高め
る効果を持った｡ 日本や韓国の農業の固定資本
形成の伸びもまた高いものであり15､ それが他
のアジア諸国より高い労働生産性の上昇を可能
にしたといってよい｡ これら諸国では､ ルイス
やラニス・フェイなどの２部門経済発展モデル
がうまく当てはまっている｡
しかし､ 労働投入の減少率の差だけで､ 農業
者当り所得の伸び率の国別格差をすべて説明で
きるわけではない｡ この３カ国を除くアジア途
上国では､ 一様に農業経済人口が伸びているの
に､ 農業者当り所得の伸びやその時期に差がで
ているからである｡

２) 経営規模の拡大
したがって､ 格差を拡大した原因は分子すな
わち農業所得自体にもあることになる｡ 農業所
得を増やす方法としては､ まず農業者当たりの
平均経営規模の拡大が挙げられる｡ 農家の耕作
面積が増えるか､ 耕地面積が増加しなくても耕
地利用率の向上があれば農業者当りの実質経営
面積は増大する｡ そこで､ 過去40年間における
各国の農業者当り作物総収穫面積の変化率と農
業者当りの所得の変化率の相関を見てみると､
Ｒ＝0�8とかなり高い正の相関がみとめられる｡
両方の指数はともに農業者数を分母としている
から､ この相関は農業者数の増減の影響を除い
たものであり､ 収穫面積の増減が農業所得の増
減にかなり寄与していることを示している｡
ただし､ 総収穫面積の寄与といっても耕地利
用率向上の効果ははっきりしない｡ 耕地利用率
の増減と農業者当り所得の増減には正の相関関
係は見られず､ 図５に示すようにむしろ弱い負
の相関が観察される｡ 耕地が狭く農業者１人が
稼ぎうる所得が低いところでは､ やむを得ず耕
地利用率を上げて対処せざるを得なかったこと
を示しているとも受け取れる｡ 農業者当り所得
の増加には農業者人口の減少や耕地利用率の向

上とは別の要因が働いていると考えられる｡

３) 農業の多角化
次に考えられる所得増大の可能性は､ 高収益

農産物へのシフトや複合化､ いわゆる ｢農業生
産の多様化｣ であろう｡ 付表８は､ ���の生
産指数統計から40年前と最近の各国の農業生産
額に占める主な部門の構成比を求めたものであ
る｡ まず目に付くのは､ 日本や韓国､ マレーシ
ア､ 中国など経済成長率の高い国で穀物､ 特に
コメの比率が大幅に低下していることである｡
これら諸国では所得の向上につれて食生活の多
様化がはじまり､ 穀物特にコメの相対的重要性
が急速に減少したことを物語る｡ この傾向は
�����諸国など他のアジア諸国でも始まって
いる｡ ただし､ 所得の低い後発途上国ではコメ
の占める比率は依然高く､ バングラデシュのよ
うに比率が上昇している国もある｡ スリランカ
の増加はマハベリ開発など大規模灌漑開発の影
響であろう｡ インドネシアもコメの自給を達成
した1982年に47％まで急増したが､ その後は減
少を続けている｡
シェアの減少が大きいもうひとつのグループ
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図５ 耕地利用率の変化と農業者当り所得の変化

注) 縦軸は耕地利用率の1961－63平均を１とした2001－
03平均の倍率｡ 横軸は同じ期間の農業者当り所得の
変化倍率｡ 耕地利用率は�������から各国の全作
物収穫面積を求め､ それを耕地面積 (永年作物地を
含み牧草地を除く) で除して推定した｡
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15 日本の農業の年間総固定資本形成額は1970年時点で１兆３千億円 (名目) を超え､ その後さらに伸びて2000年ごろには年５兆円に達している｡
(いずれも名目､ 農水省統計)



は非食用農産物である｡ これは､ 綿花､ ジュー
ト､ 茶､ コーヒー､ ゴムといった商品が､ 消費
の伸び悩み､ 他の新興国との競争､ 代替工業品
の出現などで需要が相対的に振るわなかったこ
とを反映している｡ バングラデシュ (11％→４
％)､ マレーシア (37％→８％)､ スリランカ
(29％→21％) の非食用農産物生産国内シェア
の低下は､ それぞれ主にジュート､ ゴム､ 茶の
相対的地位の低下によるものである｡
では成長の早い国々で生産額の比率を高めた
ものは何であろうか｡ それはまず第１に畜産物
であった｡ 畜産物はネパールを除き､ すべての
中・先進国でシェアを相当に伸ばしている｡ 畜
産物シェアの伸びは､ 日本 (24％→60％)､ 韓
国 (９％→43％)､ 中国 (11％→35％) で眼を
見張るものがあり､ マレーシア､ インドでも10
％ポイント前後もシェアを拡大している｡ アジ
ア諸国でも畜産物の所得弾力性は大きく､ 経済
成長の早い国で畜産物シェアが急拡大したこと
が見て取れる｡ 各国の農産物生産全体が拡大し
ている中で畜産物がほとんどすべての国でシェ
アを拡大していることは､ 生産者当り農業生産
額の拡大に畜産物へのシフトが不可欠であるこ

とを示している16｡ また､ グルーピングの関係
でこのデータからは明らかでないが､ 穀類やイ
モ類あるいは熱帯永年作物から需要の伸びの大
きい野菜や果物､ 輸出用の特定作物 (たとえば
花卉､ 観葉植物､ 香辛料) などへのシフトある
いはその混合による多様化・多角化も労働生産
性の向上に寄与したものと思われる｡

���のアジア太平洋事務所が2001年にまと
めた作物の多様化に関する報告は､ 農業生産の
多角化は､ 水平方向の多角化と垂直方向の多角
化があるとし､ アジア10カ国の経験からその双
方が農民の所得向上に大きな貢献をしているこ
とを明らかにしている17｡ 事実､ 成長を早く達
成した国では､ 農産物を加工し､ 販売方法を高
度化することで付加価値を高める動きが見られ
る｡ こうした川下産業いわゆるアグリビジネス
に農業者自身が乗り出したり､ それらとの連携
を強めたりすることで､ 農業生産者自体も付加
価値の増加の恩恵を受けるのである｡ 表４にア
ジア諸国における農業全体の付加価値と食品製
造業の付加価値の比率を示した｡ この比率は日
本ではすでに1�7倍になっているが､ アジア途
上国でも近年その値が上昇してきていることが
わかる｡ 一人当り農業付加価値額の格差の状況
が､ コメの単収の格差に対してよりも､ 経済全
体の水準を表す一人当り���の格差にいっそ
う類似するのは､ このようなところにも理由が
あろう｡

４) 農業者当たり所得の格差をもたらしたもの
以上をまとめてみよう｡ 40年間というタイム

スパンで見れば､ 農業者当り生産額を押し上げ､
今日のアジアの国別格差を作った主原因は､ 緑
の革命に代表される作物の土地生産性の伸びの
差ではなかった｡ また耕地利用率の向上でもな
かった｡ 緑の革命に代表される労働集約的な農
業技術は､ 比較的速やかにアジア諸国に広がり､
面積当りの物的生産性を押し上げ､ 国別格差を
むしろ縮小した｡ それは､ 特に経済発展の初期
の段階で食料の不足解消と経済社会の安定に極
めて大きな貢献をした｡ 主要食料の価格安定や
低下という形で消費者や都市勤労者・ひいては
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表４ 農業付加価値額を１とした食品製造業の比率

1970 1980 1990
2000又
は直近

ネパール ― ― 0�04 ―

バングラデシュ 0�08 0�08 0�10 0�13

インド 0�03 0�03 0�06 0�08

パキスタン 0�07 0�13 0�14 0�15

インドネシア 0�11 0�13 0�25 0�27

スリランカ 0�09 0�11 0�24 0�33

中国 ― 0�07 0�14 0�30

フィリピン 0�43 0�40 0�51 0�57

タイ 0�16 ― 0�52 ―

マレーシア 0�12 0�20 0�20 0�30

韓国 0�09 0�25 0�36 0�48

日本 ― 0�62 0�90 1�73

出典：世界銀行 ｢世界開発指標｣ 2005より作成

16 アジアでは､ 宗教や社会習慣の違いから､ 国により畜産物消費の絶対量や構成比に大きな差が見られるが､ それでも､ 経済の成長に伴って肉
類や乳製品・卵の消費が拡大し､ かつ拡大率が低所得国ほど大きいという同質化の動きが見られる｡ ��� (2002)

17 �	
�������������	���
����
�����
�(���)�(2001)



工業部門に速やかに還元されたからである｡ し
かし､ それゆえに､ 農業者自身の手には成長の
果実が長くとどまることはなかった｡ 土地生産
性の国別格差が縮まったからといって､ 所得の
国別格差の縮小にはつながらなかったのである｡
40年間に農業者当り生産額の国別格差をもた
らしたものは､ 第１に他産業への農業労働力の
移動､ 第２に農業生産の多様化の進展､ とりわ
け畜産部門の伸びであった｡ また､ 第３に垂直
方面への多角化すなわち加工流通の高度化も寄
与した｡ この３つの要因は､ 当該国の経済成長
と密接不可分の関係にある｡ 高度成長を続けた
国の非農業部門の発展は､ 農業部門から過剰な
労働力を吸収し､ 結果的に農業の労働生産性の
向上に寄与した｡ そこでは農業者数の減少を補っ
て余りある生産性向上が､ 機械化や農業投資に
よってもたらされたことは言うまでもない｡ 他
方農業生産の多様化は畜産物や果実､ 野菜など
への生産のシフトを意味する｡ これら産品は､
経済成長に伴ってその需要が拡大・高度化する
一方､ 生産面ではさまざまな施設投資や高度な
技術､ 複雑な管理を必要とする､ いわば先進国
型農業に適合した産品である｡ さらに､ 高度化
多様化する需要に応えるため､ 様々な加工食品
やや流通形態生み出され生産物の付加価値を高
めることになった｡ 日本や韓国､ そしてマレー
シアや中国の農業者は､ 非農業の高度成長に伴
うこうした変化にうまく対応してその生産と生
産性を増加させ､ 一人当り生産額を増加させて
きたといえる｡

４. アジア途上国の農業格差の他の要因と
政策インプリケーション

１) その他の格差要因
最後に､ 農業の生産性格差を生んだ可能性の
あるその他の要因を概観して多少の政策提言を
行っておこう｡ 今日世界の途上国農業の中で発
展格差が生じている原因についていろんな仮説
が議論されている｡ 植民地遺制､ 初期基礎条件
不足､ 地理的悪条件､ 貿易政策､ 社会主義の非
効率､ ガバナンスそして紛争などである｡ 植民
地遺制については､ マレーシアや韓国を挙げる
までもなくアジアではあまり当てはまらない｡

初期基礎条件の不足や地理的悪条件については､
洪水調整の困難なバングラデシュ､ ヒマラヤを
控えた陸封国ネパールなどがこれに該当するか
もしれないが一般化は難しい｡ 貿易政策につい
ては､ 市場開放政策あるいは保護政策が途上国
の農業生産や食料安全保障にどう貢献したか､
様々な分析結果があって結論が出しにくい｡ ア
ジアでは､ 見かけ上日本､ 韓国､ 台湾､ 中国な
ど保護政策をとった国の方が良い結果をもたら
したように見えるが､ それが保護政策の結果な
のか他産業の経済成長のおかげなのかは明確で
ないからである18｡
結局､ 共通してみられる最も説得力ある理由

は､ ｢戦争や内紛｣ の影響であろう｡ ���が
公表する世界食料不足地域のマップ19 を眺めて
みれば､ この結論は一目瞭然である｡ 世界で飢
えに直面している国々のほとんどは､ 最近ある
いは現在紛争の起きている国である｡ アジアも
例外ではない｡ 今日のアジア ｢後発途上国｣ と
される国のほとんどは1950年代から1970年代に
かけて､ 国内外の紛争に巻き込まれ､ なかなか
国内に安定した政治・経済基盤を築くことがで
きなかった国である｡ 70年代初めまでインド､
パキスタン､ バングラデシュは分離独立に絡ん
で幾度か戦争や内紛を経験している｡ また60年
代後半から70年代半ばまで続いたベトナム戦争
はまだ記憶に新しい｡ インドシナではその後も
カンボジア､ ベトナムを巻き込んでの紛争が
1990年前後まで続いた｡ スリランカもタミール
独立派との抗争が現在まで続いている｡ これら
諸国では､ 農業や国内経済が著しい悪影響を受
けるのは当然である｡ ここで付表６の右側をも
う一度眺めていただきたい｡ 農業の付加価値額
の伸び率がマイナス又はゼロに近いところは､
戦争や内紛の地域や時期とおおむね一致する｡
マクロ的・長期的に見た場合､ アジア諸国の農
業の国別格差を作ってきた最大の要因は､ 実は
戦争や内紛であったと思われる｡
また､ 社会主義体制という要因も当てはまる

ケースが多い｡ 日々変わる生育条件に合わせて
柔軟できめ細かい手当てが必要な農業は､ 社会
主義的計画生産にもっとも不適な産業だといっ
てよい｡ 個々人の増産のインセンティブが働き
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18 アジアにおいて保護主義政策と市場主義政策とどちらが経済発展に有効であったか､ 関係者の見解は２分している｡ たとえば､ 世銀 (1993)｡
19 ���の�����(世界情報早期警報システム) によるマップ｡ 	
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にくく､ 官僚主義的非効率や教条主義がそれに
輪をかける｡ ｢大躍進｣ 時代の中国､ 最近の北
朝鮮はその例であるし､ 開放政策後の中国やベ
トナムの農業生産の躍進は､ その裏返しであ
ろう｡

２) 政策への示唆
本稿の分析結果は､ アジア途上国政府や国際
援助機関などに対してどのような政策的意味を
持つであろうか｡ いくつかあげるとすれば次の
ようになろう｡
① あらゆる努力を払って地域紛争や内紛を避
けること｡ その意味で最近の���交渉や
アジア主要国間の�������拡大､ 北朝
鮮をめぐる６カ国協議の進展などは歓迎す
べきであろう｡

② 非農業部門が高い持続的経済成長を続け､
農村から過剰労働を吸収できるよう健全な
マクロ経済政策をとること｡ 低開発途上国
はもとより､ タイや中国など高度経済成長
を続けている国でも､ まだ農業就業人口の
減少が始まったばかりであり､ これが農業
の労働生産性向上が遅い１つの原因となっ
ている｡

③ 農業生産の多角化､ 特に需要の伸びの大き
い畜産物や､ 高付加価値作物への転換を促
進すること｡ こうした農産物は､ 高い技術､
設備投資､ 良好なインフラや制度・組織な
どを必要とする｡ 国際的支援が必要な分野
であろう｡

④ 地域におけるアグリビジネスの発展を支援
すること｡ グローバル化の下で､ 国際１次
産品の実質価格は低迷する傾向にあり､ 生
産増加だけではアジア途上国の農業所得向
上は見込めない｡ 消費者の需要の変化に答
えて加工・流通の高度化や改善を行うこと
が不可欠であろう｡

今日のグローバル化した世界では､ 多少の経
済的､ 地理的ハンディは経済成長や発展の制約
要素にはならない｡ 為政者や国民がしっかりし
ていれば､ 開発資金を融資してくれる援助機関
は多いし､ 国際的技術援助も多岐にわたる｡ 緑
の革命のおかげで､ アジア後発国はすでに食料
不足とそれから来る経済の停滞というリカード
の罠からは開放されている｡ 	�革命により､

マーケット情報や技術情報へのアクセスが容易
になる一方､ グローバル化のもとで､ 潜在的な
輸出マーケットやチャンスが広がった｡ 教育も
行き渡りだした｡ 戦争や紛争が格差の第１の原
因ということは､ 逆に言えば､ 内紛や独裁に陥
らず､ 国民と政府が努力すれば､ 質の良い若い
労働力を多く抱えるアジア後発途上国は短期間
のうちに先行する国々に追いつくことは十分可
能ということである｡ 事実､ 最近は大部分のア
ジア諸国で土地生産性のみならず労働生産性も
先行する日本との格差が縮まりつつある｡ アジ
ア後発途上国の農業や経済の将来にそう悲観す
ることもないであろう｡
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付表１ 生産額ベースで見た土地生産性の推移 (1999－2001国際ドル表示)

1961‒63 1981‒83 2001‒03 倍 率

ネパール 400 439 906 2�3

カンボジア 243 260 311 1�3

ラオス 258 417 817 3�2

バングラデシュ 516 698 1�256 2�4

ミャンマー 240 454 784 3�3

ベトナム 501 742 1�426 2�8

インド 232 354 579 2�5

パキスタン 179 337 554 3�1

インドネシア 267 527 785 2�9

スリランカ 548 812 860 1�6

中国 497 1�028 1�346 2�7

フィリピン 425 614 784 1�8

タイ 323 457 707 2�2

マレーシア 265 565 766 2�9

韓国 927 2�008 2�752 3�0

日本 1�511 1�691 1�534 1�0

出典：������� 2006�9より計算

付表２ コメの単収の推移

単 収 (トン�	
) 同年増加率 (％)

61‒63 71‒73 81‒83 91‒93 01‒03 62‒72 72‒82 82‒92 92‒02

ネパール 1�9 1�9 1�8 2�2 2�8 ‒0�2 ‒0�3 2�1 2�1

カンボジア 1�1 1�4 1�2 1�3 2�0 2�7 ‒1�3 1�1 4�2

ラオス 0�9 1�3 1�5 2�4 3�1 3�8 2�0 4�5 2�7

バングラデシュ 1�7 1�7 2�1 2�7 3�5 0�0 2�2 2�7 2�7

ミャンマー 1�6 1�7 3�1 3�0 3�5 0�5 6�0 ‒0�3 1�6

ベトナム 2�0 2�2 2�4 3�3 4�5 1�0 1�0 3�1 3�1

インド 1�5 1�7 2�0 2�7 2�9 1�2 1�7 3�0 0�9

パキスタン 1�4 2�4 2�6 2�5 2�9 5�5 0�8 ‒0�4 1�6

インドネシア 1�8 2�5 3�7 4�4 4�5 3�5 4�1 1�7 0�3

スリランカ 1�9 2�0 2�9 3�1 3�5 0�4 3�8 0�5 1�2

中国 2�4 3�3 4�8 5�8 6�1 3�5 3�6 1�9 0�6

フィリピン 1�2 1�5 2�4 2�9 3�3 1�9 4�9 1�8 1�3

タイ 1�8 1�9 2�0 2�2 2�6 0�8 0�3 1�2 1�8

マレーシア 2�1 2�5 2�7 2�9 3�2 1�7 0�9 0�8 0�9

韓国 4�0 4�7 6�1 6�0 6�4 1�6 2�5 ‒0�1 0�6

日本 5�0 5�7 5�7 5�6 6�4 1�3 ‒0�1 ‒0�2 1�3

出典：������� 2006�9
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付表３ アジア諸国の肥料投入と灌漑率の推移

農地当り肥料消費 (�����) 灌 漑 率 (％)

61‒63 71‒73 81‒83 91‒93 01‒02 61‒63 71‒73 81‒83 91‒93 01‒03

ネパール 0 5 13 33 33 4 6 27 46 50

カンボジア 1 1 6 3 ― 2 5 7 7 7

ラオス 0 0 2 3 10 2 4 15 18 19

バングラデシュ 4 18 51 115 170 5 12 18 39 57

ミャンマー 1 4 15 8 11 6 9 11 11 19

ベトナム 16 43 44 116 220 18 22 33 54 45

インド 3 17 37 73 99 16 20 25 30 35

パキスタン 3 21 58 97 133 64 69 77 82 87

インドネシア 5 15 59 82 84 22 22 23 24 22

スリランカ 55 57 84 100 138 56 53 60 62 72

中国 9 53 158 212 242 30 40 44 40 38

フィリピン 12 29 36 51 70 14 19 25 28 27

タイ 2 10 20 57 87 16 17 19 26 33

マレーシア 19 48 88 132 156 27 31 31 19 20

韓国 157 297 321 461 375 33 41 45 51 53

日本 279 365 366 346 276 52 65 62 59 59

出典：���	
�
 2006�9より計算 注：農地には樹園地を含む｡ 草地は含まない｡

付表４ アジア諸国の栄養不足人口比率 (％) の推移

1979‒81 1990‒92 2000‒02
一人当り��

1990－92

ネパール 46 20 17 192
カンボジア 62 43 33 212
ラオス 32 29 22 230
バングラデシュ 45 35 30 274
ミャンマー 19 10 6
ベトナム 33 31 19 238
インド 38 25 21 317
パキスタン 31 24 20 477
インドネシア 26 9 6 595
スリランカ 46 28 22 624
中国 30 16 11 399
フィリピン 27 26 22 898
タイ 28 28 20 1�527
マレーシア 4 3 ��� 2�667
韓国 1 ��� ��� 7�106
日本 ��� ��� ��� 34�006

出典：��� 	���������������������1999､ 及び2004｡ カンボジアの��は1993－95｡
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付表５ 農業者当り所得の変化 (1999－2001国際ドル表示)

農業経済人口当
たり農業生産額

年 増 加 率 (％)

61‒63 01‒03 全期間 62‒72 72‒82 82‒92 92‒02
ネパール 201 292 0�9 0�3 0�8 1�5 1�2
カンボジア 319 306 ‒0�1 ‒2�3 ‒1�2 1�2 2�0
ラオス 192 435 2�1 2�4 1�3 0�9 3�8
バングラデシュ 212 309 0�9 ‒0�2 1�0 0�8 2�2
ミャンマー 276 494 1�5 0�0 3�2 ‒1�1 3�9
ベトナム 239 533 2�0 0�2 1�8 1�8 4�4
インド 307 527 1�4 0�4 1�5 2�3 1�2
パキスタン 483 1�003 1�8 1�9 0�8 3�7 0�9
インドネシア 265 593 2�0 2�0 2�4 2�4 1�4
スリランカ 481 485 0�0 ‒0�1 1�8 ‒1�9 0�3
中国 190 616 3�0 2�1 1�9 3�1 4�8
フィリピン 499 833 1�3 0�9 2�4 0�1 1�8
タイ 383 786 1�8 1�2 2�7 1�3 2�0
マレーシア 648 3�948 4�6 4�6 4�0 5�7 4�1
韓国 401 3�370 5�5 3�8 4�7 7�4 5�9
日本 781 5�475 5�0 5�9 5�8 3�5 4�7

出典：������� 2006.9の生産指数より計算

付表６ 農業の経済人口の推移 (1961＝100)

1961 1980 2000 2004
ネパール 100 132 197 217
カンボジア 100 112 190 210
ラオス 100 137 208 231
バングラデシュ 100 125 159 164
ミャンマー 100 139 196 207
ベトナム 100 129 190 199
インド 100 136 171 180
パキスタン 100 148 196 212
インドネシア 100 123 175 179
スリランカ 100 140 187 193
中国 100 140 176 175
フィリピン 100 146 188 197
タイ 100 149 176 173
マレーシア 100 119 102 96
韓国 100 111 46 37
日本 100 43 19 15

出典：������� 2006�10
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付表７ 農業者当たり穀物収穫面積の推移 (ha)

61‒63 81‒83 01‒03

ネパール 0�32 0�33 0�30

カンボジア 0�98 0�57 0�45

ラオス 0�71 0�56 0�38

バングラデシュ 0�36 0�35 0�30

ミャンマー 0�55 0�39 0�38

ベトナム 0�34 0�31 0�29

インド 0�59 0�49 0�36

パキスタン 0�64 0�58 0�48

インドネシア 0�35 0�32 0�30

スリランカ 0�27 0�28 0�22

中国 0�31 0�22 0�16

フィリピン 0�74 0�66 0�51

タイ 0�56 0�61 0�56

マレーシア 0�30 0�32 0�39

韓国 0�41 0�30 0�54

日本 0�34 0�44 0�82

出典：������� 2006�10より計算

付表８ 国際ドル評価の農業生産額の内訳 (％)：1961－63と2001－03

1961－63 2001－03

穀物 コメ
穀物以
外の食
用作物

畜産物
非食用
農産品

穀物 コメ
穀物以
外の食
用作物

畜産物
非食用
農産品

ネパール 53 41 13 32 2 41 28 29 30 1
カンボジア 65 61 21 9 5 62 59 16 20 2
ラオス 57 53 16 14 13 53 49 23 15 8
バングラデシュ 58 58 20 12 11 68 65 16 12 4
ミャンマー 60 59 27 9 4 52 50 34 11 2
ベトナム 57 55 26 15 3 48 46 26 19 7
インド 32 22 38 23 7 28 18 35 32 5
パキスタン 17 5 19 52 11 17 5 17 55 11
インドネシア 38 33 43 9 10 41 36 39 12 8
スリランカ 20 19 39 12 29 32 31 34 14 21
中国 35 24 49 11 5 20 11 40 35 5
フィリピン 28 23 52 15 5 31 25 39 28 2
タイ 52 48 23 20 6 38 33 30 22 10
マレーシア 20 19 31 12 37 7 6 63 22 8
韓国 54 46 32 9 4 20 19 36 43 1
日本 36 32 33 24 7 18 17 20 60 2

出典：������� 2006�9の生産性指数より計算


